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トータルコストの表記について 
   トータルコストは、事業ごとに事業費と人件費を一体としたコストを表します。あ 
 くまで、費用対効果を判断するための参考表記ですので、職員定数と厳密には一致し 
 ていません。 

 

 



 



 令和４年度一般会計補正予算説明資料 

 

３款 民生費 １項 社会福祉費 ４目 老人福祉費 

４款 衛生費 １項 公衆衛生費 ３目 予防費／３項 保健所費 １目 保健所費／４項 医薬費 ２目 医務費 

新型コロナウイルス感染症対策推進課（内線：７１５３） 

                                           （単位：千円） 

事 業 名 補正前 補正 計 
財  源  内  訳 

備考 
国庫支出金 起債 その他 一般財源 

（新）新型コロナＢ

Ａ．５等対策強化事業 
0 9,250,000 9,250,000 7,282,093  240,000 1,727,907  

トータルコスト 0 9,253,945 9,253,945 （補正に係る主な業務内容） 

 補助金交付事務等 従事する職員数    0.0人   0.5人   0.5人 

工 程 表 の 政 策 内 容 新型コロナウイルス感染症にかかる医療提供体制・検査体制の整備ほか 

事業内容の説明            【「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」充当事業】 

                   【「鳥取県地域医療介護総合確保基金」充当事業】 

 

１ 事業の目的、概要 

かつてない感染力を有するBA.5系統等の新型コロナウイルスの猛威に加え、今後発生しうる新たな変異株

等にも対応するため、陽性者の安心を確保しつつ、高齢者など重症化リスクの高い方々をはじめとして生命

を守る対策に注力した取組を行うこととし、医療・療養体制及び保健所機能の強化、検査体制の増強、クラ

スター防止対策等について、緊急的かつ機動的に対応する。 

 （各事業が密接に関連するため、状況の変化に応じて現場が機動的に執行できるよう、関連予算を集約する。） 

 

２ 主な事業内容 

（１）陽性者コンタクトセンター等体制強化事業（750,000千円）※新規 

  ・重症化リスクの低い方のための陽性者コンタクトセンターの運営 

・保健所業務の更なる外部委託(疫学調査、夜間入院調整等に対応)、全庁的な応援業務に伴う光熱水費等 

※いずれも年度末分まで 

（２）新型コロナウイルス感染症回復患者転院受入促進事業（300,000千円）※新規 

   新型コロナウイルス感染症の回復患者の転院等の受け入れを促進するため、以下のとおり補助する。 

＜後方支援病院＞ 

・コロナ回復後もコロナ以外の疾病により入院が必要な患者の受入：１人当たり400千円  

・入院協力医療機関の一般病床の空きを作るために一般病床患者の受入：１人当たり200千円 

＜入院協力医療機関＞ 

・一般病床の確保：１床・日当たり16千円 

＜介護施設等（障がい者施設含む）＞ 

・入院前が在宅又は異なる法人の施設に入所していたコロナ退院患者の受入：１人当たり400千円 

・入院前施設と同一法人の施設で受入：１人当たり200千円 

・受入れのため老人保健施設に空床を確保する場合：1床・日当たり16千円 

（３）検査体制の増強（7,000,000千円）※拡充 

・保健所、医療機関での行政検査（3,000,000千円） 

・感染拡大傾向時におけるPCR等検査無料化事業（4,000,000千円） 

（４）社会福祉施設等の新型コロナ対策支援事業（600,000千円）※拡充 

・職員、職員家族、利用者が行うPCR検査等の費用を支援（補助率10/10、上限：検査１回当たり2万円） 

※職員の家族が陽性になった際の職員・利用者に対する3日連続検査も対象 

・感染者が発生した高齢者施設等のかかり増し経費への支援（補助率10/10、上限：サービス種別毎） 

（５）鳥取方式在宅療養体制整備事業（家族みんなで健康システム）（500,000千円）※拡充 

・かかりつけ医等による健康サポート体制の整備（協力金、年度末分まで） 

・同居家族用の抗原検査キットの購入・配布 

・パルスオキシメーターの追加購入・配布 等 

（６）通常医療との両立を図るための院内感染拡大防止等対策強化事業（100,000千円）※拡充 

  ・医療機関等における非接触型面会室等の整備費用支援（補助率：定額、上限：１施設当たり4,000千円） 

 

３ 事業目標・取組状況・改善点 

・新型コロナウイルス感染症の感染拡大を防ぐため、医療・療養体制の強化、保健所機能の維持、クラスタ

ー対策の強化などを図ってきた。 

・感染力の強いオミクロン株BA.5系統への置き換わりにより急激な感染拡大が発生し、更なる対策の強化が

必要である。 
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令和４年度一般会計補正予算説明資料 

７款 商工費 

 １項 商業費                            商工政策課（内線：７２１２） 

    ２目 商業振興費                                          （単位：千円） 

事 業 名      補 正 前 補 正 計 
財 源 内 訳             

備考 
国庫支出金 起債 その他 一般財源 

（新）新型コロナ・
円安・物価高騰に立
ち向かう事業者支援
事業 

0 802,000 802,000 802,000     

トータルコスト 0 809,886 809,886 （補正に係る主な業務内容） 
補助金申請受付・審査・交付手続、セミナー開催 等 従事する職員数   0.0 人   1.0 人  1.0 人 

工程表の政策内容  ― 

事業内容の説明         【「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」充当事業】 
１ 事業の目的、概要 

新型コロナ、円安、エネルギー・原材料価格高騰により、売上や利益が減少した県内事業者が行う回
復の取組を支援するとともに、コスト上昇等を適切に取引価格に反映するための環境整備を推進する。 

 
２ 主な事業内容 

（１）新型コロナ・円安・物価高騰対策支援補助金（800,000 千円） 

厳しい環境下にあっても、事業継続のため売上・利益の回復に取り組む県内事業者を支援する。 

補助対象者 営利事業を営む県内中小・小規模事業者 

補助対象 
経費 

コロナ禍からの回復や、円安、原材料価格・物価高騰対策に対して前向きに取り組む以
下の事業に要する経費 
・省エネ投資（省エネ・効率化のための機器導入等） 
・高効率・高収益化のための仕組みづくり（デジタル化等） 
・価格適正化理解に向けた広報、高付加価値商品の開発等 
・需要確保の取組（新規顧客獲得やリピーター確保等） 
・その他、事業多角化や物価高騰対策に資する取組 

補助率 
補助限度額 
等 

ア 補助要件 
本年４月以降の連続する任意の３ヶ月分の売上又は売上総利益(粗利)が 10％以

上減少していること 
   [比較基準] 

売上           過去３年(Ｒ１～３)のいずれかの年の同期間分の売上 
売上総利益(粗利) 前年(Ｒ３)の同期間分の売上総利益(粗利)  

イ 補助率・補助限度額等 

要件 補助率 補助限度額 

以下のいずれかを満たしていること 
・売上      10％以上減少 
・売上総利益(粗利)10％以上減少 

１／２ 150 千円～1,500 千円 

 
（利益回復特別枠） 

要件 補助率 補助限度額 

売上 10％以上減少事業者のうち、 
売上総利益(粗利)30％以上減少 

２／３ 200 千円～2,000 千円 
 

※ 併せて必要な広報を実施するとともに、円滑な執行・問合せに対応できる体制を整える。 
 
（２）価格適正化環境整備推進事業（2,000 千円） 

県内事業者と取引先との適正・公正な関係構築に向けて、下請中小企業振興法等に基づく、コス
ト上昇等を取引価格に反映するための適正発注等の普及・拡大を図る。 

・パートナーシップ構築宣言（各事業者（発注者）が行う適正発注推進宣言）、ホワイト物流宣
言（運送事業者・荷主事業者が行う適正な物流取引推進宣言）等の普及推進セミナー 

・下請法の解説や事例学習、交渉力を磨くための実務者向け実践講習会 等 
  
３ 事業目標・取組状況・改善点 

＜事業目標＞ 新型コロナや円安、物価高騰下でも事業継続できる県内経済の基盤を構築する。 
 ＜取組状況・改善点＞ 

・コロナ禍の影響を受けた事業者に対しては、これまでに総額 86 億円を上回る応援金等を交付する
とともに、新たな事業展開や多角化等も支援してきた。円安・物価高騰については、低利融資及び
利子補助、団体で取り組む物価高騰対策支援、専門家サポート窓口開設等を実施している。 
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令和４年度一般会計補正予算説明資料
７款　商工費
　３項　観光費  観光戦略課 （ 内線 ： ７２３７ ）
　　１目　観光費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 補正前 補　正 計

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

 新型コロナか
ら立ち上がる
観光支援事業

5,290,000 1,000,000 6,290,000  1,000,000

 トータルコスト 5,293,943 1,000,789 6,294,732（補正に係る主な業務内容）
 従事する職員数 0.5人 0.1人 0.6人関係機関との連絡調整、委託事務
 工程表の政策内容 魅力ある観光地づくりと戦略的観光情報の発信

事業内容の説明 【「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」充当事業】

 １　事業の目的、概要

　新型コロナウイルス感染症により影響を受けている県内観光地・事業者を応援し、観光需要の回復を図る。
※感染状況等を踏まえつつ、状況に応じた効果的な支援策を切れ目なく講じていく。

 ２　主な事業内容

細事業名 内容 予算額
観光需要の回
復促進の取組

(1)「スペシャル・ウェルカニキャンペーン」
隣接県民・中四国ブロック内県民（鳥取、島根を除く）を対象と
して県内宿泊料等の割引キャンペーンを実施する。
※宿泊料１／２割引（上限5,000円／１人／１泊）　等

(2)「＃WeLove山陰キャンペーン」
山陰両県民を対象として県内宿泊料や観光施設の入館料等の割引
キャンペーンを実施する。
※宿泊料１／２割引（上限5,000円／１人／１泊）等

(3)新型コロナウイルス感染症の状況を踏まえながら取り組む観光
需要回復対策
○観光誘客キャンペーンの例
　県内への宿泊・日帰り旅行の割引、クーポン券の発行 等

1,000,000千円

 ３　事業目標・取組状況・改善点

　　 　 新型コロナウイルス感染症の拡大により県内観光産業は非常に厳しい状況が続いている。
　　　こうした状況の中、全国の状況も勘案しながら、県内観光需要を喚起するための取組を実施してきた。
　　　引き続き、感染状況に留意しつつ、県内観光需要の回復を図る。
　　　・#WeLove山陰キャンペーン（令和3年3月1日～令和4年9月30日）
　　　・宿泊事業者新型コロナ感染防止対策事業（一次募集：令和3年7月6日～8月31日、二次募集：令和3年10月
　　　　11日～11月30日）
　　　・県内宿泊・観光事業者応援プレミアム前売り券発行支援事業（令和3年9月21日～令和4年1月20日）
　　　・スペシャル・ウェルカニキャンペーン（令和3年12月15日～令和4年9月30日）
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令和４年度一般会計補正予算説明資料
２款　総務費
　２項　企画費  地域交通政策課 （ 内線 ： ７１００ ）
　　３目　交通対策費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 補正前 補　正 計

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

 （新）鉄道事
業者に対する
新型コロナウ
イルス対策等
支援事業

0 17,000 17,000  17,000

 トータルコスト 0 18,073 18,073（補正に係る主な業務内容）
 従事する職員数 0.0人 0.2人 0.2人補助金交付事務
 工程表の政策内容 ―

事業内容の説明 【「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」充当事業】

 １　事業の目的、概要

　新型コロナウイルスや燃料・原材料費の高騰の影響により、鉄道事業者の経営状況は厳しい状況にあるものの、

感染対策を講じつつ運行を継続している。引き続き、厳しい経営環境が続くことが予想され、地域住民の移動手段

を守るため、第３セクター鉄道事業者に対し、３県（鳥取県・兵庫県・岡山県）等で協調し、緊急的に事業継続に

係る運行支援を行う。

 ２　主な事業内容

令和３年度国補正実証運行支援（追加事業）との協調補助（補助率1/4）　17,000千円

　国の補正予算で実施する鉄道の実証運行について、国庫補助採択となった事業に対し、他県等と協調して補助を

行う。

※協調方法は、国庫補助対象月の翌月１月分を支援する。

※第３セクター鉄道事業者への出資割合に応じて県内出資自治体とも任意協調して支援する。

 ３　事業目標・取組状況・改善点

　　 〇事業目標
　　  運行を継続する交通事業者を支援し、地域住民の移動手段を守る。

　 〇取組状況

　　 第３セクター鉄道については、令和３年度５月補正予算及び令和３年度２月補正において同様の支援を実施

   している。

     バス及びタクシーについては、「貸切バス等利用促進緊急応援事業（令和４年度当初予算65,000千円、

　 令和４年度５月補正予算10,000千円）」及び「交通事業者に対する緊急支援事業（令和４年度５月補正予算

　 102,000千円）」において支援を実施している。
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令和４年度一般会計補正予算説明資料 
６款 農林水産業費 

１項 農 業 費                       販路拡大・輸出促進課（内線：7833） 

１目 農業総務費                                （単位：千円） 

事 業 名 補正前 補 正 計 
財  源  内  訳 

備考 
国庫支出金 起債 その他 一般財源 

新型コロナ安心対策認証

店特別応援事業 
300,000 160,000 460,000 160,000    

 

トータルコスト 300,789 160,789 461,578 （補正に係る主な業務内容） 

 委託契約事務、補助金交付事務 従事する職員数 0.1 人 0.1 人 0.2 人

工程表の政策内容 ― 

事業内容の説明        【「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」充当事業】 
 

１ 事業の目的・概要 

新型コロナウイルス感染症の影響が大きい飲食店を支援するため、更なる需要喚起策として「新型

コロナ安心対策認証店特別応援キャンペーン（第２弾）」と「安心対策エリア版割増クーポン食事券」

の販売期間の延長と追加販売を行う。 

 

２ 主な事業内容 

＜実施期間＞ 

販売・利用期間：販売開始～令和４年 11 月 30 日まで 

＜内訳＞                                  （単位：千円） 

細事業名 内容 補正額 

新型コロナ安心

対策認証店特別

応援キャンペー

ン（第２弾） 

・１店舗あたり補助限度額 200 千円／店舗（プレミアム率 25％） 

 ※既存予算：１店舗あたり補助限度額 800 千円（200 千円×4回） 

100,000 

安心対策エリア

版割増クーポン

食事券 

・１店舗あたり補助限度額 300 千円／店舗×参加店舗数（プレミアム

率 43％） 

※既存予算：１店舗あたり補助限度額 1,200 千円（300 千円×4回） 

60,000 

合計 160,000 

 

３ 事業目標・取組状況・改善点 

（１）事業目標 

コロナ禍でも安心・安全な食を提供する新型コロナ安心対策認証店に加盟している飲食店を支

援する。 

（２）取組状況・改善点 

    新型コロナウイルス感染症が長期化する中、食事券の販売・利用期間の延長と販売枠の追加に

より、切れ目なく飲食店の支援を充実させる。 
 

 

8



令和４年度一般会計補正予算説明資料 

 

４款 衛生費 

２項 環境衛生費                   くらしの安心推進課（内線：７２８４） 

３目 環境衛生連絡調整費                          （単位：千円） 

事 業 名 補正前 補 正 計 
財  源  内  訳 

備考 
国庫支出金 起債 その他 一般財源 

飲食店巡回体制等継続 

強化事業 
25,133 13,000 38,133 13,000     

トータルコスト 29,076 13,789 42,865 
（補正に係る主な業務内容） 

飲食店等のコロナ対策巡回点検委託業務 

従事する職員数 0.5 人 0.1 人 0.6 人 

工程表の政策内容 ― 

事業内容の説明        【「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」充当事業】 

１ 事業の目的・概要 

新型コロナ安心対策認証店（以下「認証店」(※)）の飲食店を定期的に巡回して、感染防止対策

の点検、指導等を行い、対策の維持徹底を図ることにより、県民が安心して利用できる環境を整え、

認証店特別応援キャンペーン等の実施と併せて飲食店の需要喚起を図る。 

※新型コロナ安心対策認証店：県版新型コロナウイルス感染拡大予防対策例（ガイドライン）に基づき作成した対

策チェックリストに沿って、全ての感染防止対策に取り組む店舗を県が審査し認証する。 

 

２ 主な事業内容 

（単位：千円） 

区 分 内 容 予算額 

飲食店巡回体制

等継続強化事業 

オミクロン株による感染急拡大を踏まえ増加する認証店の巡回点

検を徹底、強化するにあたり、予定していた巡回点検件数では不足

することが見込まれるため増額補正を行う。 

＜令和４年度の巡回点検見込件数（年間）＞ 

 当初予算時見込 ９月補正予算時見込 

認証店数 2,335 店  2,700 店  

巡回点検件数 2,856 件  4,400 件  

R4.8.1時点の認証店数：2,490店 

13,000 

 

３ 事業目標・取組状況・改善点 

【事業目標】 

新型コロナ安心対策認証を取得した飲食店等の認証取得後の感染防止対策の維持・強化を推進

することにより県民が安心・安全に飲食店を利用できる環境の維持を図る。 

【取組状況・改善点】 

店舗の感染防止対策を継続するため、認証店の巡回指導業務を民間事業者に委託して随時実施

し、指導体制等を強化している。 
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令和４年度一般会計補正予算説明資料 
６款 農林水産業費 
 ２項 畜 産 業 費                               畜産課（内線：7288） 

２目 畜産振興費                                                                （単位：千円） 

事 業 名 補 正 前 補 正 計 
財  源  内  訳 

備 考 
国庫支出金 起債 その他 一般財源 

畜産経営緊急救済事
業 

405,700 470,000 875,700 470,000     

ト ー タ ル コ ス ト 406,489 470,789 877,278 （補正に係る主な業務内容） 
補助金交付事務 従 事 す る 職 員 数  0.1 人  0.1 人 0.2 人 

工程表の政策内容 
子牛生産頭数・肉牛出荷頭数の増加と｢鳥取和牛」の高価格販売によるブランド力 

アップ（令和５年度：子牛生産頭数 4,000 頭、肉牛出荷頭数 5,000 頭） 

事業内容の説明          【「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」充当事業】 
１ 事業の目的・概要 

中国の飼料需要増加や南米産トウモロコシの作況悪化、ロシア・ウクライナ情勢、原油高、円安など
様々な影響により、飼料価格が高騰し、県内畜産農家の経営を圧迫しているため、５月補正予算で対応
しているところであるが、配合飼料価格が５月時点の見込みより大幅な値上げとなる見込みであり、畜
産農家の大幅な負担増となることから緊急的に追加支援を行う。 

 
２ 主な事業内容 
（１）飼料価格の更なる高騰等に対する支援                    （単位：千円） 

対象 
農家 

支援内容 補助率 事業実施主体 補正前 補正 計 

酪農家 
基準価格を超える飼料代の一部支援
に対する追加支援 
※１日１頭当たりの支援上限の変更 

１／３
以内 

大山乳業農協
等 

338,428 76,000 414,428

養鶏農家
配合飼料価格安定制度で補てんされ
る上限を超える５月補正以降の高騰
分の農家負担の一部を支援 

１／２
以内 

鳥取県養鶏協
会等 

35,584 300,000 335,584

養豚農家
配合飼料価格安定制度で補てんされ
る上限を超える５月補正以降の高騰
分の個人農家負担の一部を支援 

１／２
以内 

鳥取県産ブラ
ンド豚振興会
等 

6,076 50,000 56,076

肉牛農家
牛マルキンで補てんされない「導入
・出荷輸送費」の上昇分に係る個人
負担の一部を支援 

１／２
以内 

ＪＡ等 22,612 18,000 40,612

計 402,700 470,000 872,700

 ※令和４年度下半期の支援について、新たな単価を設定する。 
   
（２）飼料価格の高騰に対する新たな支援                    （単位：千円） 
対象農家 支援内容 補助率 事業実施主体 補正前 補正 計 

後継牛を公
共牧場に預
託している
酪農・肉牛
農家 

公共牧場に預託している後継
牛が加入できない配合飼料価
格安定制度の補てん相当の一
部を支援 

１／３ 
以内 

鳥取県畜産振興
協会 

－ 26,000 26,000

 ※令和４年度に預託している後継牛を対象とする。 
 
３ 事業目標・取組状況・改善点 
（１）事業目標 

これまでに例を見ない飼料価格の高騰により経営が圧迫されている畜産農家に対し、飼料費の一部
の支援又は牛豚マルキン制度の拡充支援により、畜産経営の継続及び経営改善を図る。 

（２）取組状況・改善点 
令和４年５月補正予算にて、酪農は飼料価格高騰分の一部助成、養鶏は配合飼料価格安定制度の生

産者負担金の一部助成、養豚及び肉牛はマルキンで補てんされない部分の一部を助成するなど、増加
する畜産農家の負担の軽減を図った。 
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令和４年度一般会計補正予算説明資料
６款　農林水産業費
　１項　農業費  生産振興課 （ 内線 ： ７６４９ ）
　　６目　農作物対策費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 補正前 補　正 計

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

 （新）肥料価
格高騰緊急対
策事業

0 220,000 220,000  220,000

 トータルコスト 0 220,789 220,789（補正に係る主な業務内容）
 従事する職員数 0.0人 0.1人 0.1人事業制度の周知・説明、補助金事務
 工程表の政策内容 ―

事業内容の説明 【「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」充当事業】

 １　事業の目的、概要

　国の肥料価格高騰対策（本年から２年かけて化学肥料の２割低減の取組を行う農業者に対して肥料コスト上昇
分の７割を支援）に、本県独自の支援を実施する（肥料コスト上昇分の３割の１/３）。

 ２　主な事業内容

（単位：千円）　　

区分 事業内容 事業実施主体 補正額

肥料費助成金
　肥料費（令和４年秋肥及び令和５年春肥）の対前年増
加見込額のうち、国の支援相当額（※１）を差し引いた
農業者負担分の１/３を助成

県協議会 220,000 

合計 220,000 

（※１）国は、２年間で化学肥料使用量の２割低減に資する取組（※２）を２つ以上行う取組実施者（５戸
　　　　以上の農業者グループ）に対し、肥料費の対前年増加見込額の７割を支援する。
（※２）土壌診断による施肥設計、堆肥の散布、局所施肥の利用　等

 ３　事業目標・取組状況・改善点

　　 
（１）事業目標
　　　化学肥料使用量の２割低減に向けて取り組む農業者の肥料費上昇分の一部支援を行うことで、農業経
　　営への影響を緩和するとともに、化学肥料使用量の低減の推進を図る。

（２）取組状況・改善点
　　・本年７月１日に施行された「みどりの食料システム法」を受け、同月、この法律に基づく県と市町村
　　　が共同で作成する基本計画に助言等をいただく「鳥取県みどりの食料システム戦略会議」を立ち上げ
　　　たところである。
　　・今後、年内に基本計画骨子案を取りまとめ、年度内に基本計画を作成する予定である。
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令和４年度一般会計補正予算説明資料
６款　農林水産業費
　１項　農業費  生産振興課 （ 内線 ： ７２８３ ）
　　６目　農作物対策費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 補正前 補　正 計

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

 （新）国産小
麦供給体制整
備緊急対策事
業

0 10,000 10,000  10,000

 トータルコスト 0 10,789 10,789（補正に係る主な業務内容）
 従事する職員数 0.0人 0.1人 0.1人補助金事務
 工程表の政策内容 ―

事業内容の説明

 １　事業の目的、概要

　国際的に穀物の供給懸念が生じ価格が高騰する中、輸入依存度が高い小麦等の安定供給体制を緊急的に強化す
るため、本県での水田における小麦等の生産拡大に向けた取組を支援する。

 ２　主な事業内容

                                                                           　     （単位：千円）

事業内容 実施主体 補助率 補正額

　団地化推進 　団地化の推進に係る取組支援
（産地の合意形成に必要な会議、研修会等の開催、先
進産地・主要市場の視察等に係る経費）

　営農技術導入支援 　営農技術や品種の導入支援
（上限額15千円/10a）

定額

　機械・施設導入支援 　生産性向上に向けた機械・施設の導入支援 1/2以内

　生産拡大支援 　生産拡大する場合に作付増加面積に応じて支援
（10千円/10a）

地域農業
再生協議会

定額

　生産性向上の推進 　生産性向上に係る活動の事務費 市町村 1/2

10,000
 
 

 ３　事業目標・取組状況・改善点

　　 
（１）事業目標
　　　「鳥取県農業生産１千億円達成プラン」（令和３年12月改訂）に基づき、水田を有効活用するため、
　　小麦等転換作物の生産拡大と水田農業の収益性向上を図る。
   
（２）取組状況・改善点
　　・近年、本県の水田における小麦の作付面積は拡大傾向である。
　　・小麦生産の収益性向上に係る営農技術及び機械導入を支援することにより、水田活用による令和５年
　　　産小麦の作付拡大・定着を図る。
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令和４年度一般会計補正予算説明資料
６款　農林水産業費
　１項　農業費  経営支援課 （ 内線 ： ７６８５ ）
　　５目　農業金融対策費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 補正前 補　正 計

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

債務負担行為

96,278
債務負担行為

96,278

 【制度改正】
農業金融利子
補給等総合支
援事業 92,374 0 92,374

 トータルコスト 101,049 0 101,049（補正に係る主な業務内容）
 従事する職員数 1.1人 0.0人 1.1人利子補給事務
 工程表の政策内容 ―

事業内容の説明

 １　事業の目的、概要

　新型コロナウイルス感染症を対象としたＪＡが行う既存の実質無利子化融資制度の対象に、長期化するウクラ
イナ情勢や円安の影響を受けた農業者を追加し、融資枠の拡大を行う。

 ２　主な事業内容

拡充する融資制度の概要

名　　　　称 融資対象者 融資額 貸付利率・保証料 融資枠総額 融資機関

補正前 新型コロナウイ
ルス感染症によ
り、直接又は間
接的な被害を受
けている農業者

個人：300万円

法人：500万円

○貸付利率
　1.5％（県、ＪＡグ
ループで負担して無利
子化）
○保証料
　農林中金が負担

２億円 県内
３ＪＡ

新型コロナウイ
ルス感染症及び
肥料等高騰対策
資金

補正後 新型コロナウイ
ルス感染症や ウ
 クライナ 情勢 、
 円安により、直
接又は間接的な
被害を受けてい
る農業者

同　上 同　上 ６億円 同　上

 ３　事業目標・取組状況・改善点

　　 （１）事業目標
　　　担い手農家等の資金活用に係る負担軽減
（２）取組状況・改善点
　　　国制度に基づくもののほか、単県での支援制度も設け、利用者の負担軽減を図っている。
　　　新型コロナウイルス感染症対策資金については、米価下落時にも関係機関へ積極的に周知するなど、
　　　活用されやすい環境整備を行っている。
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令和４年度一般会計補正予算説明資料
６款　農林水産業費
　５項　水産業費  水産振興課 （ 内線 ： ７３１３ ）
　　２目　水産業振興費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 補正前 補　正 計

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

 （新）漁業用
資材高騰対応
緊急支援事業

0 10,000 10,000  10,000

 トータルコスト 0 10,789 10,789（補正に係る主な業務内容）

 従事する職員数 0.0人 0.1人 0.1人　補助金事務、支払事務
 工程表の政策内容 漁業経営の安定・所得向上

事業内容の説明 【「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」充当事業】

 １　事業の目的・概要

　燃油及び石油系資材価格高騰の影響を受ける県内漁業者を支援するため、９月補正予算により緊急の対策を講

じる。

 ２　主な事業内容

（１）沿岸漁業者が負担する出荷用発泡箱の購入費に対する支援
  漁業出荷用発泡箱の価格上昇分の2/3相当を支援する。

補助金名 区分 補助事業者 間接補助事業者 補助単価 補助対象期間 補正額

直接
補助

組合員に対する出荷用発泡
箱の販売を行う県内漁業協
同組合

－鳥取県漁業用
資材高騰対応
緊急支援事業
費補助金 間接

補助

組合員に対する出荷用発泡
箱の販売を行っていない県
内漁業協同組合

左欄の漁協に所属
する県内沿岸漁業
者

20円／箱 令和４年７月～
令和５年３月

10,000千円

（２）漁業経営財務基盤強化資金の無利子化の期間延長
　燃油高騰等の影響で資金繰りに窮している中小漁業者等が必要とする運転資金等への融資に対する利子補
給事業（漁業経営財務基盤強化資金事業）について、無利子化の受付期間を９月末から令和５年３月末まで
延長する。

 ３　本事業と並行して行う取組

　　 　 発泡スチロール製魚箱のコストアップ分は、本来であれば魚の販売価格に上乗せされるべきものだが、鮮魚の販
　　売価格は仲買業者によるセリが介在するため、資材価格が魚価に反映されていない状況である。
　　 今回の緊急的支援を行いながら、今後、資材価格が魚価に転嫁されない現在の仕組みの改善や、再利用可能な魚
　　箱の使用への転換につながる取組を進めていく。

 ４　事業目標・取組状況・改善点

　　（１）事業目標
　　　　 県内漁業者等の経営安定、生産性及び所得向上

（２）取組状況・改善点
  魚価・漁獲量の低迷等による漁業収入の減少、燃油価格の高騰等による漁業経費の増加などにより、漁業者
の経営状況が悪化している中において、省エネ操業のための機器整備及び船底等付着物防汚作業等への緊急支
援による経費削減、並びに漁業経営の維持安定・改善のための支援を行い、県内漁業者等の負担軽減及び経営
能力の強化に繋げていく。
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令和４年度一般会計補正予算説明資料 

 

３款 民生費 

 １項 社会福祉費                         福祉保健課（内線：７８５９） 

１目 社会福祉総務費                               （単位：千円） 

事 業 名      補正前 補正 計 
財 源 内 訳             

備考 
国庫支出金 起債 その他 一般財源 

生活困窮者緊急支援事

業 
1,334,663 119,000 1,453,663   119,000    

 

トータルコスト 1,335,452 119,789 1,455,241 （補正に係る主な業務内容） 

 補助金交付事務等、関係機関との調整 従事する職員数 0.1人 0.1人 0.2人 

工程表の政策内容 － 

事業内容の説明            【「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」充当事業】 

 

１ 事業の目的、概要 

ウクライナ危機や円安などの影響による物価高騰が継続していることから、孤独・孤立に陥る危険性の高い

生活困窮者に対し、当面の生活を維持し、自立に向けた活動が円滑に行われるよう、緊急的な支援を実施する。 

２ 主な事業内容 

○物価高騰に対する支援 

電気代等の高騰が継続している状況を踏まえ、５月補正予算で措置した、生活困窮者に対するエアコン等

光熱費の助成を行う市町村への補助制度について、増額補正により当該補助を継続実施し、切れ目のない生

活支援対策を行う。 

・対象者：市町村が生活困窮世帯として認める世帯（生活保護受給世帯含む）※17,000世帯を想定 

・補助率：1/2 

・１世帯当たり補助基準額：14千円（昨年度からの電気料金上昇分2.3千円×６月分） 

３ 事業目標・取組状況・改善点 

・生活困窮者に対し、エアコン等光熱費に係る助成等、緊急的な支援を実施することにより当面の生活を維持

するとともに、生活困窮者の自立に向けた計画的・継続的な支援等を推進する。 

 

（参考）物価高騰に対する支援（５月補正予算）の実施状況 

    ・実 施 市 町 村：全市町村 

    ・補助対象世帯数：15,362世帯 

    ・交 付 決 定 額：53,765千円 ※１世帯当たり補助基準額７千円（2.3千円×３月分） 
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令和４年度一般会計補正予算説明資料 

 

２款 総務費 
２項 企画費                   とっとり弥生の王国推進課（内線：７９３４） 

６目 文化財保護費                                     （単位：千円） 

事 業 名      補正前 補 正 計 

財 源 内 訳              

備考 

 
国庫支出金 起債 その他 一般財源 

(新)［債務負担行為］
青谷かみじち史

跡公園施設管理

等委託費 

債務負担行為 

0 

 
0 

債務負担行為 

378,681 

 
0 

債務負担行為 

378,681 

 
0 

 

 
 

 

 
 

債務負担行為 

140,530 

 

0 

債務負担行為

238,151 

 
0 

 

トータルコスト － 789 789 (補正に係る主な業務内容) 

指定管理者への委託に係る事務 従事する職員数 0.0人 0.1人 0.1人 

工程表の政策内容  ― 

 事業内容の説明 

１ 事業の目的、概要 

青谷かみじち史跡公園（以下「史跡公園」という。）は、令和５年１１月の開園にむけて現在整備中である。 

令和元年の県有施設・資産有効活用戦略会議の議論を踏まえ、民間手法の導入による施設運営の効率化及び 

サービスの向上を図るため、令和５年度から指定管理者制度（公募）を一部導入する。 

 

２ 主な事業内容 

〇指定管理者への委託事務（史跡公園の開園～令和１０年度末まで） 

  ・史跡公園の管理 

  ・活用事業、情報発信、誘客 

  ・受付、利用料金の徴収 

指定管理料総額 362,301千円＝ 28,096千円（初年度）＋66,841千円×５年間（２～６年度）  

 

〇指定管理予定者との協定締結後（令和５年７月）～史跡公園の開園までの間においては、円滑な指定管理導 

入を図るため、指定管理予定者に開園準備業務を委託する。 

開園準備業務経費 7,170千円 

 

〇整備事業者から県への施設引渡し後(令和５年４月予定)～史跡公園の開園(令和５年１１月予定)の間の機

器設備保守等の維持管理は、県直営で実施し、開園後は指定管理者に引き継ぐ。 

機械設備保守等維持管理費 9,210千円 

   

 ※指定管理料は、県：市の割合を（管理に要する経費）66：34、（活用に要する経費）50：50で負担 

 ※管理に要する経費については、史跡公園全体の土地所有面積に基づいて負担 

 

３ 事業目標・取組状況・改善点 

 指定期間及び方法 

  ○指定期間 令和５年１１月から令和１１年３月まで 

○方法   一般公募 

 

今後のスケジュール 

令和４年９月 ９月議会に予算案及び設置管理条例案等を上程 

令和４年10月～ 

令和５年１月 

指定管理者の選定手続き 

令和５年２月 ２月議会に指定管理者選定の議案を上程 

令和５年７月～ 指定管理者によるオープン準備等を開始（委託） 

令和５年11月 指定管理者による管理運営開始 
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令和４年度一般会計補正予算説明資料
７款　商工費
　３項　観光費  観光戦略課 （ 内線 ： ７２７１ ）
　　１目　観光費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 補正前 補　正 計

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

 （新）山陰海
岸ジオパーク
を活用した誘
客促進・魅力
発信強化事業

0 8,000 8,000 8,000

 トータルコスト 0 11,154 11,154（補正に係る主な業務内容）
 従事する職員数 0.0人 0.4人 0.4人委託事務、補助金交付
 工程表の政策内容 　―

事業内容の説明

 １　事業の目的、概要

　山陰海岸ジオパークのユネスコ世界ジオパーク再認定（令和４年10月に再認定審査を予定）への機運醸成を図

るとともに、山陰海岸ジオパークエリアへの誘客を促進するため、同エリアの素材を活用した旅行商品造成や教

育旅行等の誘致への支援、積極的な情報発信等を実施する。

※令和４年10月の現地審査を経て、年明け以降に再認定の判断がなされる予定。ユネスコ世界ジオパークの再認

定を見据え、山陰海岸ジオパークの認知度を更に向上させ、令和６年度末までに達成目標として掲げているジオ

パークエリアにおけるアクティビティの年間参加者7,000人に向けて効果的に誘客促進を図る。

 ２　主な事業内容

（単位：千円）
区分 内容 予算額

１山陰海岸ジオパークを活用した旅

行商品造成支援等

海のアクティビティや遊覧船など山陰海岸ジオパークの観 

光素材を活用したテーマ型・体験型旅行商品造成や教育旅

行等の誘致への支援

4,000

２山陰海岸ジオパークエリアの魅力

発信強化

鳥取県観光連盟「とっとり旅」HPでの岩美町や鳥取市を中 

心とした観光情報特設ページの作成(イベント情報も含む)

関西圏や山陽などに対するSNS・WEB広告等 

アウトドア雑誌等への広告掲載 

2,000

３山陰海岸ジオパークエリア内での

各種イベント開催によるＰＲ

山陰海岸ジオパーク内でのウォーキングやサイクリングな 

ど、様々な要素を組み合わせた関連イベントなどを官民協

働により実施

2,000

　合計 8,000
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令和４年度一般会計補正予算説明資料
７款　商工費
　３項　観光費  観光戦略課 （ 内線 ： ７２３７ ）
　　１目　観光費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 補正前 補　正 計

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

 鳥取砂丘活性
化・魅力向上
プロジェクト
（鳥取砂丘受
入環境整備）

109,887 17,200 127,087  8,600 8,600

 トータルコスト 120,139 17,989 138,128（補正に係る主な業務内容）
 従事する職員数 1.3人 0.1人 1.4人工事発注
 工程表の政策内容 魅力ある観光地づくりと戦略的観光情報の発信

事業内容の説明

 １　事業の目的、概要

　新型コロナウイルス感染症の拡大以降、国立公園を始めとする自然公園の価値が改めて見直されていることか
ら、鳥取砂丘の観光振興や魅力向上に向けた取組、公園利用者の受入環境及び滞在環境の整備等を鳥取市と連携
して進める。
　なお、本プロジェクトは、「鳥取砂丘の観光振興、活性化及び保全における鳥取県と鳥取市との連携協約」に
よる調整等を踏まえ実施する。

 ２　主な事業内容

　令和３年度に行った実施設計の結果、標識本体の老朽化等のため新設・更新が必要なサイン類が増加したことか
ら整備事業費を増額するもの。

令和４年度当初計上額 7,000千円鳥取砂丘の受入環境整備のうち
鳥取砂丘エリアサイン整備 今回補正予算額 17,200千円

合計 24,200千円

 ３　事業目標・取組状況・改善点

　　  ・鳥取砂丘東側で、環境省により鳥取砂丘ビジターセンターが整備され、鳥取県ではスロープや階段の設置、公
　　　衆トイレの改修等、受入環境の整備を進めてきた。また、鳥取砂丘エリア国立公園利用拠点計画（令和２年２
　　　月策定）に基づき、官民連携して鳥取砂丘周辺の受入環境の整備とインバウンド促進に取り組んでいるとこ
　　　ろ。
　　・令和３年12月には県と鳥取市が連携して、鳥取砂丘の貴重な自然・景観を保全し、それを活用した鳥取砂丘全
　　　体の観光振興、活性化に向けて一体的かつ継続的に事業を実施するため、「鳥取砂丘の観光振興、活性化及び
　　　保全における鳥取県と鳥取市の連携協約」を締結した。
　　・令和４年１月と同年５月には連携協約に基づく県市連携協議会を開催し、県・鳥取市それぞれの鳥取砂丘西側
　　　整備事業等の取組について共有するとともに、施設や観光地への誘因と二次交通を併せて検討していくこと等
　　　を協議した。
　　・今後とも、県市連携協議会で確認した取組等を県・鳥取市、関係者等と緊密に連携しながら進めていく。
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令和４年度一般会計補正予算説明資料
３款　民生費
　２項　児童福祉費  子育 て 王国課 （ 内線 ： ７５７３ ）
　　１目　児童福祉総務費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 補正前 補　正 計

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

債務負担行為

0
債務負担行為

5,000
債務負担行為

5,000
債務負担行為

5,000

 こどもの国
50周年に向け
た整備事業 494,640 35,000 529,640 35,000

 トータルコスト 498,583 35,789 534,372（補正に係る主な業務内容）
 従事する職員数 0.5人 0.1人 0.6人イベント実施に向けた連絡調整
 工程表の政策内容 －

事業内容の説明

 １　事業の目的、概要

　令和５年５月に迎える「鳥取砂丘こどもの国」の開園50周年を好機とし、県民と一体の機運醸成のもと、遊具
の新設をはじめとした整備、50周年記念イベントを行うことにより、県内外の子どもたちが集い、憩い楽しめる
場としての魅力化を図るとともに、砂丘の観光振興に繋げる。

 ２　主な事業内容

　鳥取砂丘こどもの国開園50周年に向けたイベントの開催経費及び遊具導入に係る附帯工事の増加等に伴う増額
補正である。

　　　 （単位：千円）
区分 内容  補正予算額

50周年記念イベント開催事業 令和５年５月５日の開園50周年を記念した式典・イベントを

開催する。

・令和５年４月中のプレイベントの開催

・令和５年５月の50周年記念式典の実施

5,000

50周年リニューアル施設整備 50周年を記念し来園者が楽しめる新たな遊具を導入する。

・整備を予定している全天候型屋根付きふわふわドームに照

明設備・放送設備を追加する。

　　30,000

合計 35,000

 ３　事業目標・取組状況・改善点

　　 　令和５年５月の開園50周年に向けた記念イベントの開催及び新たな遊具整備により、こどもの国の更なる魅力
向上及び利用者数の増加を図る。
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令和４年度一般会計補正予算説明資料 

６款 農林水産業費 

 ２項 畜 産 業 費                                  畜産課（内線：7291） 

  ２目 畜産振興費                                    （単位：千円） 

事 業 名 補正前 補 正 計 
財  源  内  訳 

備 考 
国庫支出金 起債 その他 一般財源 

（新）鳥取県スマート
畜産業導入支援事業 

0 6,849 6,849 6,849 
 

 
   

ト ー タ ル コ ス ト 0 7,638 7,638（補正に係る主な業務内容） 

補助金交付事務 従 事 す る 職 員 数 0.0 人 0.1 人 0.1 人

工 程 表 の 政 策 内 容 
子牛生産頭数・肉牛出荷頭数の増加と｢鳥取和牛」の高価格販売によるブランド力

アップ 

事業内容の説明 

１ 事業の目的・概要 

   県内畜産業の生産性向上を図るため、飼料用稲への農薬散布用ドローンや牛の健康状態や行動データを

遠隔で把握できるシステムの導入等を支援する。 

 

２ 主な事業内容 

                                                                       （単位：千円） 

区分 事業内容 予算額 

畜産農家支援 

畜産農家がスマート技術を導入するのに必要な機械等の導入に係る

経費を支援する。 

事業実施主体：畜産農家の組織する団体 

補助率：１/２ 

補助対象機器：牛の行動モニタリングシステム など 

3,900 

作業受託組織支援 

畜産農家の作業受託を行う組織が、スマート技術を導入し飼料生産

拡大を行う取組に必要な機械等の導入に係る経費を支援する。 

事業実施主体：作業受託組織（コントラクター等） 

補助率：２/３ 

補助対象機器：ドローン など 

2,424 

人材育成支援 

スマート技術を駆使するために必要な操作講習等に係る経費を支援

する。 

補助率：定額 

525 

合 計 6,849 

 

３ 事業目標・取組状況・改善点 

（１）事業目標 

   スマート技術の導入による労働時間の削減及び生産量の増加 

（２）取組状況・改善点 

   これまで畜産農家の規模拡大支援や飼養改善支援等を行ってきたが、深刻化する高齢化や労働力不足

に対応するため、スマート技術に特化した畜産機器の導入を支援することにより、畜産業の省力化及び

生産性向上を目指す。 
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令和４年度一般会計補正予算説明資料 
 

３款 民生費 

１項 社会福祉費                         障がい福祉課（内線：７２０１） 

12目 障がい者自立支援事業費                          （単位：千円） 

事 業 名      補正前 補正 計 
財 源 内 訳             

備考 
国庫支出金 起債 その他 一般財源 

（新）障がい者情報
アクセシビリテ
ィ・コミュニケーシ
ョン向上支援事業 

0 6,848 6,848    6,848 

 

トータルコスト 0 7,637 7,637 （補正に係る主な業務内容） 

関係団体等との連絡調整、支払い事務等 従事する職員数 0.0人 0.1人 0.1人 

工 程 表 の 政 策 内 容 － 

事業内容の説明 

１ 事業の目的、概要 
今年５月に公布・施行された障害者情報アクセシビリティ・コミュニケーション施策推進法では、「地域の実情

を踏まえ、障がい者による情報の取得及び利用並びに意思疎通に係る施策を策定し、及び実施する責務を有する」
ことが地方公共団体の責務として明記されており、法に沿って進めるべき施策のうち、早急に対応すべき取組を
進める。 

２ 主な事業内容                                    （単位：千円） 

区分 事業内容 補正額 

（新）透明
ディスプレ
イ「レルク
リア」設置
推進事業 

来庁者、来場者の多い施設への透明ディスプレイ「レルクリア」の配置あるいは貸出しを
行い、周知を進めることで、同機器の普及を促し、障がい者の意思疎通の環境改善を図る。 
＜設置予定施設（想定）＞  
県庁本庁舎（総合窓口）、ノバリア、県内各聴覚障がい者センター（東・中・西部）、 
きこえない・きこえにくい子どものサポートセンターきき、障がい福祉課内（イベント・
貸出用）など、県内約20施設程度での設置を予定している。 
※「レルクリア」について 

（株）ジャパンディスプレイが新事業創出を目指して新たに開発した透明ディプレ
イで、ＵＤトークというアプリをつかって言語（音声）を文字変換しディスプレイに
表示させることができ、きこえない・きこえにくい人との意思疎通が容易になる。 

6,000 

（新）電話
リレーサー
ビス加入促
進事業 

他者と円滑に連絡、相談したい「きこえない人」のため、日本財団電話リレーサービスが
新たに創設する予定の「地域登録」制度を活用できるよう、加入及び利用を促進するとと
もに、利用方法等に係る研修会を実施することで、情報アクセシビリティの向上を図る。 
＜内容＞ 
・鳥取県内の電話リレーサービス登録者の利用料金の支援（目標登録者数：100名） 
・サービスの利用に関する研修会の開催（東・中・西部で各１回） 
※「電話リレーサービス」について 

きこえる人ときこえない人を手話通訳者を介してつなぐ電話（利用者は手話か文字
チャットを選択可能）であり、令和３年７月から日本財団電話リレーサービスが実施
している。現在は「個人登録」と「法人登録」のみだが、新たに利用希望住民の使用
料を自治体が支援する「地域登録」の導入が予定されている。 

848 

合 計 6,848 

３ 事業目標・取組状況・改善点 
（１）透明ディスプレイ「レルクリア」設置推進事業 

  ・目標設置個所数：20施設 

・開発業者からレルクリアを借り受け、令和４年３月から県庁の総合窓口等に配置して実証実験を実施してお
り、普段筆談等でやりとりしている人にとって、レルクリアでの会話は時間の短縮になり良かった等の肯定
的な声が寄せられ、効果が認められる。借り受け期間（９月末まで）終了後も継続して配置し、さらに、配
置対象（貸出対象）施設も拡大してレルクリアの普及を促すことで、障がい者の意思疎通の環境改善を進め
る。 

（２）電話リレーサービス加入促進事業 

  ・目標登録者数：100名 

・昨年度末までの鳥取県の電話リレーサービスが無料で利用できたのに対し、同財団のサービスは有料である
こと等から利用が進んでいない。緊急時等に急いで連絡したい「きこえない人」もおり、導入予定の「地域
登録」制度を活用し、さらに研修も実施することで、サービス加入及び利用促進を図る。 
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令和４年度一般会計補正予算説明資料 

 

３款 民生費 

１項 社会福祉費                          障がい福祉課（内線：７８６６） 

12目 障がい者自立支援事業費                           （単位：千円） 

事 業 名      補正前 補正 計 
財 源 内 訳             

備考 
国庫支出金 起債 その他 一般財源 

（新）「鳥取県型（要

医ケア障がい者支援

特化型）生活介護事

業所」運営支援事業 

0 8,000 8,000    8,000 

 

ト ー タ ル コ ス ト 0 8,789 8,789 （補正に係る主な業務内容） 

要綱制定、補助金交付等事務 従 事 す る 職 員 数 0.0人 0.1人 0.1人 

工 程 表 の 政 策 内 容 － 

事業内容の説明 

１ 事業の目的、概要 

  常時医療的ケアを要する超重度障がい者の在宅生活を支えるため、看護職員を多く配置し、医療的ケアやバイ

タルチェックを行いながらサービスを提供する「鳥取県型（要医ケア障がい者支援特化型）生活介護事業所」に

ついて、この事業所の運営に必要となる看護職員等の配置に係る人件費の一部を支援することで、入院・入所以

外では生活が難しいとされてきた医療的ケアを要する障がい者が、日中サービスを利用しながら在宅で暮らし、

地域生活を実現するための環境づくりを促進する。 

 

２ 主な事業内容 

  常時医療的ケアを要する超重度障がい者に対しサービスを提供する際に、看護職員を配置し医療的ケアを施す

事業所に対し、一定額の報酬の上乗せ（補助）を市町村と協調して行い、「鳥取県型（要医ケア障がい者支援特

化型）生活介護事業所」の普及を目指す。 

（１）補助対象 

   人工呼吸器を装着するなど、ほぼ常時にわたり看護職員による医療的ケアを要する最重度区分の障がい者等

に対し、事業所内に看護職員を２名以上配置して生活介護サービスを提供する事業者 

（２）補助単価 

   対象者１名につき、１日あたり7,200円～13,900円 

（対象者が必要とする医療的ケアの度合、配置する看護職員数に応じて変動） 

（３）補助率、スキーム 

 補助単価をもとに市町村が事業者に対して補助した額の1/2（市町村間接補助） 

（４）予算額 8,000千円 

 

３ 事業目標・取組状況・改善点 

 ・障がい者が利用するサービスである生活介護における看護職員配置に対する報酬評価は十分とは言えず、超重

度障がい者の受入れにあたり看護職員を配置する事業者の負担が大きく、こうした超重度者を受け入れること

ができる事業所の設置が進んでいないことから、県補助により「鳥取県型（要医ケア障がい者支援特化型）生

活介護事業所」の運営を支援することで、在宅生活を望む超重度の障がい者の支援体制を整える。 

・病院と家の往復が生活の中心となり、厳しい治療を強いられる難病児と家族から、現在の状態のまま介助を続

けることへの不安、家族支援の不足に伴う看護・介護サービス充実に関する多くの声が県に寄せられ、平成27

年度に開始した日本財団との共同プロジェクトにより、東部圏域：ナーシングデイこすもす（（公社）鳥取県

看護協会）、西部圏域：博愛こども発達・在宅支援クリニック（（医）同愛会）を整備し、それぞれ、生活介護

等、医療型短期入所等を提供し、難病児者等の地域生活支援を開始した。 
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令和４年度一般会計補正予算説明資料 

 

４款 衛生費 

 ４項 医薬費                             医療政策課（内線：７１７３） 

２目 医務費                                   （単位：千円） 

事 業 名      補正前 補正 計 
財 源 内 訳             

備考 
国庫支出金 起債 その他 一般財源 

鳥取県地域医療介

護総合確保基金事

業 

535,914 136,137 672,051   
（基金繰入金） 

136,137 
 

 

トータルコスト 561,149 144,812 705,961 （補正に係る主な業務内容） 

 補助金交付事務等 従事する職員数 3.2人 1.1人 4.3人 

工程表の政策内容 医療提供体制の確保・充実、医療従事者の確保 

事業内容の説明                      【「鳥取県地域医療介護総合確保基金」充当事業】 

 

１ 事業の目的、概要 

  鳥取県地域医療介護総合確保基金を活用して、鳥取県地域医療構想に掲げる「必要な医療を適切な場所で提供

できる体制の整備」と「希望すれば在宅で療養できる地域づくり」のための取組を進める。 

 

２ 主な事業内容                                                                        （単位：千円） 

区 分 主な事業 補正額 

１地域医療構想
の達成に向け
た事業 

 

○医療情報ネットワーク整備事業（18,888千円［補助率10/10］） 
 医療機関の電子カルテ相互参照システム（おしどりネット）に、情報提供医療
機関として新たに参画するために要する費用を補助する。（鳥取医療センター） 

○急性期医療充実施設設備整備事業（67,689千円［補助率1/2］） 
 急性期医療の充実に必要な施設・設備整備に要する費用を補助する。（15病院） 
（ほか２事業 1,844千円） 

88,421 

２居宅等の医療
提供に関する
事業 

 

○在宅医療推進事業（16,722千円［補助率1/2］） 
 訪問診療・訪問看護等を行うための設備及び車両整備に要する費用を補助する。
（医療機関・訪問看護ステーション等23施設）  

（ほか２事業 2,700千円） 

19,422 

３医療従事者の
確保に関する
事業 

 

○東部保健医療圏の医療従事者のためのシミュレーションセンター整備事業
（24,522千円［補助率1/2］） 

 県立中央病院に東部圏域の医療従事者の技術向上のためのシミュレーションセ
ンターを設置するにあたり、訓練機器の整備に要する費用を補助する。 

（ほか４事業 3,772千円） 

28,294 

合 計 136,137 

 

３ 事業目標・取組状況・改善点 

・鳥取県地域医療介護総合確保基金を活用して、病床の機能分化・連携、在宅医療・介護の推進、医療従事者の 

確保・勤務環境の改善など、地域医療に係る課題解決に向けた取組を推進する。 

・平成26年度の基金創設以来、基金の取組の柱である「病床の機能分化・連携」「在宅医療・介護サービスの充 

実」「医療従事者等の確保・養成」を推進するための事業に取り組み、回復リハ病床・地域包括ケア病床の 

充実や在宅医療連携拠点の整備、訪問看護師の養成・確保等に取り組んでいる。また、平成28年12月に鳥取 

県地域医療構想を策定し、構想に掲げる「必要な医療を必要な場所で提供できる体制の整備」と「希望すれ 

ば在宅で療養できる地域づくり｣に向けた取組を進めている。 
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令和４年度一般会計補正予算説明資料 
 

４款 衛生費 

 ４項 医薬費                            医療政策課（内線：７１９５） 

２目 医務費                                   （単位：千円） 

事 業 名      補正前 補正 計 
財 源 内 訳             

備考 
国庫支出金 起債 その他 一般財源 

医師確保奨学金等貸

付事業 

債務負担行為  
331,200 
255,540 

債務負担行為  
10,800  

0 

債務負担行為  
342,000  
255,540 

   
債務負担行為 
10,800 

 

 

トータルコスト 267,369 792 268,161 （補正に係る主な業務内容） 

医師確保奨学金等の貸付に係る事務 従事する職員数 1.5人 0.1人 1.6人 

工程表の政策内容 医療従事者の確保 

事業内容の説明                     

１ 事業の目的、概要 
県内の医療機関に従事する医師の養成・確保を図るため、鳥取大学医学部等の医学生に対して、奨学金の貸付

を行う（卒業後、県内の指定病院に一定期間勤務していただいた場合、貸付金の返還を免除する）。 
 
２ 主な事業内容 

 医学部臨時定員を活用して設置している「緊急医師確保対策奨学金（特別養成枠）」について、厚生労働省及
び文部科学省から、令和５年度については、６名を上限に増員を認める旨の内示（８月５日付）があったことを
受け、所要経費にかかる債務負担限度額を引き上げる（現在、５名分について債務負担を設定済）。 

〔緊急医師確保対策奨学金（特別養成枠）〕 
  卒業後、県職員（医師）として採用し、貸付期間の1.5倍の期間（９年間）、医師不足地域の自治体立病院・診療所等
に配置。 

 
＜債務負担行為の概要＞ 
（１）期 間：令和５年度から令和10年度まで（６年間） 
（２）限度額：342,000千円 ※新規貸付枠の１名増に伴い、限度額を＋10,800千円引き上げ 
 

奨学金種別 対象者 新規貸付枠（人） 月額／人（千円） 
（年額／人） 

限度額（千円） 

医師養成確保奨学金 
（地域枠）（H18～） 

鳥取大学医学部医学科
（推薦入試）入学者 

５ 120 
（1,440） 

43,200（６年間） 

医師養成確保奨学金 
（編入枠）（R4～） 

鳥取大学医学部医学科
（学士編入）入学者 

５ 120 
（1,440） 

36,000（５年間） 

医師養成確保奨学金 
（一般貸付枠）（H19～） 

県内外大学医学部医学科
在学生 

５ 100 
（1,200） 

36,000（６年間） 

緊急医師確保対策奨学金 
（特別養成枠）（H21～） 

鳥取大学医学部医学科
（推薦入試）入学者 

５→６ 150 
（1,800） 

54,000（６年間） 
→64,800（同上） 

臨時特例医師確保対策奨学
金（臨時養成枠）（H22～） 

鳥取大学医学部医学科
（一般入試）入学者 等 

15 150 
（1,800） 

162,000（６年間） 

合計 35→36 
（＋１名） 

     331,200 
→342,000（＋10,800） 

 
 
３ 事業目標・取組状況・改善点 
・長期的な視点に立ち、県の医療体制の維持、向上に支障を及ぼさないよう、医師の確保を図る。 
・これまで380名の医学生に対して、奨学金を貸与している（R4.３月時点）。指定勤務期間中の医師147名中、126
名の医師が県内医療機関に従事している。 

・県内の医師数は近年増加傾向にあり、本奨学金による医師確保の取組の効果が見られるものの、医師の高齢化
が顕著であり、引き続き若手医師の確保が喫緊の課題となっている。 
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令和４年度鳥取県国民健康保険運営事業特別会計補正予算説明資料 

 

１款 国民健康保険運営事業費 

 ２項 総務費                           医療・保険課（内線：７１５７） 

２目 保健事業費                                （単位：千円） 

事 業 名      補正前 補正 計 
財 源 内 訳             

備考 
国庫支出金 繰入金 その他 事業収入 

（新）とっとりデー

タ・ヘルスアップ事業 
0 39,609 39,609 39,609    

 

トータルコスト 0 40,398 40,398 （補正に係る主な業務内容） 

負担金交付事務 従事する職員数 0.0人 0.1人 0.1人 

工程表の政策内容  ― 

事業内容の説明 
１ 事業の目的、概要 

鳥取県国民健康保険団体連合会（以下「国保連合会」という。）が保有する国保加入者の健診・医療・介護等
のビッグデータ（以下「健康ビッグデータ」という。）を、国保連合会が設置・運営している健康・医療データ
等共同分析会議において分析し、アプリケーションを通じて国保加入者の現在の疾病リスクや将来予測等の情報
を国保加入者及び保険者（市町村）に提供することで、予防行動・受診行動に繋げ、健康寿命の延伸を図る。 

  ＜各年度の事業概要（案）＞ 

   令和４年度：保険者向けアプリケーションの開発 

   令和５年度：国保加入者向けアプリケーションの開発 

   令和６年度：ＡＩを活用した将来の疾病発症リスク予測を導入 

 

【健康・医療データ等共同分析会議の概要】 

   〇構 成 員：鳥取大学医学部・工学部、市町村、アプリケーション開発等関連会社、国保連合会（事務局）及び県 

   〇活動内容：国保連合会が保有する健診・医療・介護等のデータをもとに医療費分析、疾病傾向分析、市町村ごと 

の健康課題分析、将来の疾病リスクの分析を行っている。 

 
２ 主な事業内容 
  健康ビッグデータ及びその分析結果等を基に疾病のハイリスク者を抽出する機能を保険者に提供するととも
に個人単位の医療・健診データをわかりやすく表示し、保険者において効果的かつ効率的な保健事業を行うため
に、国保連合会が行うアプリケーションの開発経費を負担する。 

（１）アプリケーションの概要 
・健康ビッグデータ及びその分析結果等を基に、人工透析・脳卒中・介護フレイル等のハイリスク者の抽出機

能や地域の健康課題に応じた独自の抽出条件を設定できる機能を提供する。 
・抽出したハイリスク者の健診・医療・介護等の情報を一元化し、一つの画面に表示する。 
・グラフや表を用いて疾病のハイリスク者の経年の医療・健診データをわかりやすく表示する。 
・県全体や市町村・地域ごとの医療費や疾病等の分析結果（傾向）を表示する。また、保険者が保健指導や健
康教室において資料として活用できるよう出力も可能とする。 

（２）アプリケーション開発による効果 
ハイリスク者の抽出や個人ごとの健診・医療・介護情報の把握をアプリケーションで行うことで、保健指導

の準備等に係る負担を軽減する。また、ハイリスク者の経年の健診・医療データや県全体・市町村ごとの医療
費分析等をグラフ・表などで表示し、保健指導の資料として活用することにより、保健指導の対象者に疾病リ
スク等の現状などをわかりやすく伝え、行動変容につなげることが期待できる。 

（３）今後の事業展開 
翌年度以降も開発を継続し、令和５年度は、経年的な健診結果や現在の疾病リスク等を表示する国保加入者

向けのアプリケーション開発を、令和６年度は、開発したアプリケーションにＡＩを活用した疾病の将来予測
（例えば「３年後に65％の確率で糖尿病になる」等の将来的な疾病リスクの表示等）導入の検討を予定してい
る。 

 
３ 事業目標・取組状況・改善点 
・ハイリスク者の抽出、個人の情報把握をアプリケーションで行うことで、保健指導の準備等に係る負担を軽減
する。また、個々の健康課題に応じた効果的な保健指導を行うことにより、国保加入者の行動変容を促し、国
保加入者が自発的に生活習慣の改善や健康づくりに取り組むことで、健康寿命の延伸を図る。 
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令和４年度一般会計補正予算説明資料 

４款 衛生費 

１項 公衆衛生費                   くらしの安心推進課（内線：７８７７） 

３目 予防費                                （単位：千円） 

事 業 名 補正前 補 正 計 
財  源  内  訳 

備考 
国庫支出金 起債 その他 一般財源 

鳥取県西部犬猫セン

ター（仮称）整備事業 
0 

債務負担行為 

253,903 

1,379 

債務負担行為 

253,903 

1,379 

債務負担行為 

65,145 

 
  

債務負担行為 

188,758 

1,379 
 

トータルコスト 0 2,168 2,168 
（補正に係る主な業務内容） 

鳥取県西部犬猫センター（仮称）の整備等 

従事する職員数 0.0 人 0.1 人 0.1 人 

工程表の政策内容 動物愛護の推進 

事業内容の説明  

１ 事業の目的・概要 

  令和５年秋に西部総合事務所新棟に米子保健所が移転することに伴い、保健所敷地内にある犬管
理所については、新たに動物愛護機能も付加し、動物愛護の取組が促進するよう、西部犬猫センタ
ーとして官民連携により整備する。 

２ 主な事業内容 
西部犬猫センターの施設整備及び管理運営業務を DBO 方式※により、一括して民間事業者等に委

託する。 
※DBO 方式（Design（設計）、Build（施工）、Operate（管理運営）の一括発注） 

【DBO 方式のメリット】運営事業者の提案や創意工夫を設計段階から反映させることで、動物に最適な飼養環境の 

整備等が期待できるほか、設計・施工の工期短縮、建設・管理コストの削減も見込まれる。 

（１）施設整備（敷地面積、規模、収容数は整備の目安として示すもの） 
予定地：皆生プレイパーク北側（米子市皆生温泉３丁目）敷地面積 約 1,500 ㎡ 
規 模：木造、延べ床面積 約 210 ㎡ 

   収容数：犬５頭、猫 12頭（一時的な収容数の増にも対応） 
所要室：犬飼養房、猫飼養房、隔離室、作業・保管室、シャワー室、倉庫、研修室他  

（２）管理運営 
業務内容：犬猫の捕獲・収容、譲渡・返還、飼養管理、動物愛護の普及啓発、施設管理 
     Ｒ５年度は事業者の業務習熟を図るため、犬管理所での飼養管理(休日のみ)を委託 
※動物愛護管理法に基づく動物取扱業者等に対する指導・監督命令や犬猫の譲渡適正判断、

動物に関する苦情・相談対応等の業務は、引き続き保健所が実施する。 

                                （単位：千円） 

区 分 内 容 予算額 
[ ]債務負担行為額 

鳥取県西部犬猫
センター(仮称)
整備事業 

センター整備運営事業者審査委員会  461 

整備予定地の測量、登記 918 

センター施設整備（設計・施工） 
［債務負担行為］130,290 千円・国庫 1/2（令和５年度） 

［130,290］ 

犬管理所での飼養管理委託（休日のみ） 
［債務負担行為］3,613 千円（令和５年度） 

 ［123,613］ 
センター管理運営委託 

［債務負担行為］12,000 千円/年（令和６～15 年度） 

合 計 
［253,903］

1,379 
 

３ 事業目標・取組状況・改善点 
【事業目標】 

西部犬猫センターを官民連携により整備・運営し、西部地域における動物愛護の普及啓発、譲
渡活動の推進を図る。 

【取組状況・改善点】 
・令和３年度に有識者等で構成する「鳥取県西部犬猫センター設置検討会」を３回開催し、施設

整備及び運営の在り方等をとりまとめた。 
・令和４年２月から５月に整備予定地の地元自治会、団体等の理解を得た。 
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令和４年度一般会計補正予算説明資料 

 

４款 衛生費 

２項 環境衛生費                    循環型社会推進課（内線：７５６２） 

４目 環境保全費                              （単位：千円） 

事 業 名 補正前 補 正 計 
財  源  内  訳 

備考 
国庫支出金 起債 その他 一般財源 

環境管理事業センター 

支援事業 
40,976 142,259 183,235    142,259  

トータルコスト 44,919 143,048 187,967 
（補正に係る主な業務内容） 

環境管理事業センターへの補助金、貸付金 

従事する職員数 0.5 人 0.1 人 0.6 人 

工程表の政策内容 産業廃棄物適正処理の推進、不法投棄の撲滅 

事業内容の説明 

１ 事業の目的・概要 

(公財)鳥取県環境管理事業センター（以下「センター」という。）の事業の円滑な運営に向けて、

必要な支援を行う。 

 

２ 主な事業内容 

【センター運営費】                             （単位：千円） 

項 目 
補助金 

(補助率) 
貸付金 内 容 

(1)許可申請等関係経費 

62,482 

(2/3) 

31,242 

(1/3) 

水処理施設等の設計、地質調査 

など 

－ 42,451 
許可申請資料作成、維持管理マニ

ュアル作成など 

(2)周辺整備計画策定準備経費 
2,200 

(10/10) 
－ 地域振興策の事業費積算など 

(3)管理運営費 
3,884 

(10/10) 
－ 増員分人件費など 

合 計 68,566 73,693 142,259 

〇補助金：センターが行う許可申請等の必要経費に対して補助する。 

〇貸付金：センターは自己資金を持っていないため、業務の遂行に当たり必要となる資金を貸し付

ける。［貸付利率］無利息［償還期限］施設稼働後 10年目の年度末 

 

３ 事業目標・取組状況・改善点 

【事業目標】 

センターへの支援を通じ、県内の産業廃棄物の適正処理の促進を図る。 

【取組状況・改善点】 

・センターは、県の地下水等調査の結果を踏まえて事業を再開し、県に対して必要な経費の支援

を要請した。 

・県は、センターの事業の円滑な運営に向けて必要な支援を行う。 
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令和４年度一般会計補正予算説明資料 
 

２款 総務費 
１項 総務管理費                 西部総合事務所県民福祉局（電話：0859-31-9672） 

７目 財産管理費〈地方機関計上予算〉                      （単位：千円） 

事 業 名      補正前 補 正 計 

財 源 内 訳              

備考 

 
国庫支出金 起債 その他 一般財源 

［債務負担行為］

鳥取県西部総合
事務所新棟・米
子市役所糀町庁
舎整備等事業費 

 

 

  
 

267,699 

債務負担行為 

56,304 

 
 

0 

債務負担行為 

56,304 

 
 

267,699 

 

 

 
 

債務負担行為 

＜34,800＞ 

46,000 

 
0 

 

 

 
 

債務負担行為 

10,304 

 
 

0 

県費 

負担 

45,104 

トータルコスト 283,471 789 284,260 (補正に係る主な業務内容) 
ＰＦＩ事業者との調整、契約事務従事する職員数 2.0人 0.1人 2.1人 

工程表の政策内容 庁舎の計画的な営繕を実施し、利便性の向上や安全で快適な職場環境の確保に努めるとともに、新棟整
備に向けて各関係機関との調整を行い、計画的にプロジェクトを進める。 

 事業内容の説明 

１ 事業の目的、概要 

令和５年１０月の供用開始に向け、ＰＦＩ（民間資金を活用した公共施設の整備）手法により整備を進めている県西

部総合事務所新棟・米子市役所糀町庁舎について、事業契約（令和３年３月）後の急激な資材高騰及び労務費上昇によ

って施設整備費が大幅に上昇（以下「高騰総額」という。）する状況となったことから、事業契約書第６９条第２項の規

定に基づく協議により、高騰総額を３者（発注者（鳥取県・米子市）、ＰＦＩ事業者（がいなＳＳＪパートナーズ㈱））

で負担する。 

 ※県負担額については、県への建物引渡しが完了する令和５年度にＰＦＩ事業者に支払う。 

 

２ 主な事業内容 

  増額分の債務負担行為を設定する。  

  ○補正額   56,304千円（総額 92,238千円 うち米子市 35,934千円） 

契約額 1,598,718千円（総額 2,243,143千円 うち米子市 644,425千円）〔契約期間：令和3年3月～15年3月〕 

     （内訳） 
     ・施設整備費     1,269,631千円（総額 1,781,404千円 うち米子市 511,773千円） 
     ・維持管理・運営業務等 282,893千円（総額  396,924千円 うち米子市 114,031千円） 
     ・その他費用             46,194千円（総額   64,815千円 うち米子市  18,621千円） 
 

【参考１】県・米子市、事業者の負担額 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  【参考２】事業者負担割合について 

以下を踏まえ1.5％を適用している。 

  ①物価高騰に係る対応として公共事業においては事業者負担割合1.0％を適用させるところ、本事業はＰＦＩ事業であ

ることに鑑み、公共工事標準請負契約約款逐条解説において経営上最小限必要な利益まで損なわれることがないよ

う配慮した基準とされている事業者負担割合が1.5%であること。 

  ②他の自治体が行う大半のPFI事業においても事業者負担率1.5%を適用していること。 

 

３ その他 
（１）資材等物価変動の動向 

  ・令和４年６月の企業物価指数（日本銀行公表）は113.8（指数は2020年平均=100）と統計開始以来の最高水準。また、

伸び率は令和４年４月の前年同月比が10.0%増であり、比較可能な1981年以降で初となる二桁の伸び率となった。 

  ・主要資材に係る指数の前年同月比（令和４年６月）も、木材・木製品43.5%増、鉄鋼27.2%増、石油・石炭製品21.8% 

増と騰勢傾向は極めて強い。 

（２）今後の予定 

  令和４年 ９月議会 予算（債務負担行為）提案  

  令和４年１１月議会 契約変更（建設工事費増額）に係る議案提案 

  令和５年９月３０日 建物引渡し ※変更契約に係る支払いは建物引渡し後の令和５年度中を予定 
(注)起債欄の< >書きは交付税措置額を除いた額である。 
  県費負担額は、起債欄の< >書きの金額と一般財源の金額を加算した額である。 
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令和４年度一般会計補正予算説明資料
10款　教育費
　１項　教育総務費  教育 センター （ 電話 ：0857-28-2323 ）
　　８目　教育センター費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 補正前 補　正 計

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

 （新）デジタ
ル教育基盤整
備事業

0 261,753 261,753  261,753

 トータルコスト 0 262,542 262,542（補正に係る主な業務内容）
 従事する職員数 0.0人 0.1人 0.1人 デジタル教育基盤の整備
 工程表の政策内容 社会の変革期に対応できる教育の推進、安全、安心で質の高い教育環境の整備

事業内容の説明 【「デジタル田園都市国家構想推進交付金」充当事業】
【「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」充当事業】

 １　事業の目的、概要

　とっとりデジタルコレクション（構築済）や学習支援プラットフォーム（新たに構築）などの本県デジタル情
報資源を連携させる「データ連携基盤」を整備し、「統合型教育ポータルサイト」を通じて、ワンストップで多
様な教育に関する情報へのアクセスを可能とすることで、１人１台端末環境を活用した子どもたちのデジタル教
育環境を一層充実させる。

 ２　主な事業内容

　　　　 　 　  　 　 　 　 　 　 　 　  　 　 　  　 　 　 　 　 　 　　　 　 　  　　（単位：千円）
事業内容 内　訳 予算額

データ連携基盤構築・実装委託 133,581

アーカイブシステム開発・実装委託 118,272

アーカイブ教育活用に向けたプロジェクト
実施支援業務委託（学校へのアーカイブ活
用支援） 9,900

○データ連携基盤及び統合型教育ポータルサイト構築
・とっとりデジタルコレクションなど社会的・学術的
　・文化的・芸術的資産をデジタル情報資源として整
　理し、拡張性が高く、データ連携による付加価値を
　生む「データ連携基盤」を整備する。
・データ連携基盤を通じてワンストップで本県の多様
　なデジタル情報資源にアクセスできる「ポータルサ
　イト」を構築する。

合　計 261,753

＜統合型教育ポータルサイトの活用例＞　
・美術ラーニングセンターの取組として、総合的な学習の時間における郷土作家（濱田台兒など）作品の活用
　　→「とっとりデジタルコレクション」を活用してデジタル鑑賞を行いながらワークショップを開催する。

　　　　※ポータルサイトで検索することで、デジタルコレクション収蔵作品のみならず作家の関連情報を一元的に
検索・表示が可能となる。

・歴史の授業で、その時代に関連する鳥取県の歴史資料に簡単にアクセス
　　→世界や日本の歴史と郷土の歴史を関連付け、地域の発展を詳しく理解できる。
・総合的な学習で、設定した課題に関連するＳＤＧｓ関連企業の情報にアクセス
　　→効率的な情報入手が可能。企業担当者と直接コンタクトにもつながる。
・外部が有するデジタルコンテンツ（ＮＨＫforSchool等）との連携
　　→教員の負担を軽減しながら、質の高い教材の提供が可能となる。

 ３　事業目標・取組状況・改善点

　　 ＜事業目標＞
　　　１人１台端末の整備と合わせたデジタル教育環境の充実により、子どもたちの多様な資質・能力が一層確実に
　　育成できる教育環境を実現し、教員・児童生徒の力を最大限に引き出す。
　 ＜取組状況・改善点＞

　鳥取県教育振興基本計画に基づき、教員のＩＣＴ指導力・活用力の向上研修及び学校現場におけるＩＣＴ推進
体制づくりに資する研修の実施等、ＧＩＧＡスクール構想推進に向けて取り組んできた。それらの実践を拡大充
実させ、教育の情報化推進を加速させる。
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10款　教育費

１項　教育総務費 教育環境課（内線：７９４６）

６目　教育財産管理費 （単位：千円）

国庫支出金 起債 その他 一般財源

0 7,541 7,541

0.0人 0.1人 0.1人

 事業内容の説明

 １　事業の目的、概要

 ２　主な事業内容

（単位：千円）
実施年度 予算額

令和４年度 6,752

　（参考）今後の工事実施予定

実施年度

令和５年度

令和６年度

 ３　事業目標・取組状況

備考

トータルコスト

内容

6,752

従事する職員数

工程表の政策内容 ―

0
（新）特別支援学校環
境整備事業

6,752

小中学部棟教室の内部改修工事及び増えた教室を普通教室として使用す
るために必要となる設備・物品の整備

高等部棟教室の内部改修工事及び増えた教室を普通教室として使用する
ために必要となる設備・物品の整備

令和４年度一般会計補正予算説明資料

事　業　名 補正前 補　正 計
財　源　内　訳

（補正に係る主な業務内容）

委託・工事内容の調整

　白兎養護学校は近年入学者数が増加傾向にあり、今後教室が不足する見込みであることか
ら、内部改修工事等により教室数を増やすことで教室不足解消を図る。

＜事業目標＞
　特別支援学校で将来的に見込まれる教室不足を内部改修工事の実施により解消する。
＜取組状況＞
　学級数増による教室不足に対応するため、これまで他の用途で使用していた部屋を普通教
室へ転用したり、アコーディオンカーテンで部屋を区切り、２つの学級が使用できるように
改修して対応してきた。
　今後、さらなる学級数増が見込まれることから、可動式壁により部屋を分割する工事を実
施することで必要となる教室数を確保する。

内容

　内部改修工事について、令和５年度工事実施予定分（小中学
部棟）及び令和６年度工事実施予定分（高等部棟）の実施設計
を行う。

6,752
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６款 農林水産業費  

  ４項 林 業 費                                               森林づくり推進課（内線：7305） 

   ５目 造 林 費                                                            （単位：千円） 

事 業 名 補 正 前 補 正 計 
財  源  内  訳 

備 考 
国庫支出金 起債 その他 一般財源 

（公共事業） 

造林事業（鳥獣害

防止施設災害復旧

事業） 

 

931,925 

 

26,000 

 

957,925 6,117 

＜2,800＞

4,000 

 

 15,883 

県費負担 

18,683 

トータルコスト 931,925 26,789 958,714 （補正に係る主な業務内容） 
鳥獣害防止施設（シカ柵）の復旧支援 従事する職員数 8.1 人 0.1 人 8.2 人 

工程表の政策内容 森林整備の推進、森林病害虫被害対策の徹底 

事業内容の説明 

１ 事業の目的・概要 

森林資源の循環利用による持続可能な森林経営の実現を図る皆伐再造林を推進するため、令和４年

２月の大雪により多大な被害を受けた鳥獣害防止施設(シカ柵)の復旧経費の一部を支援する。 

 

２ 主な事業内容 

（単位：千円） 

 補助金名 区分 補助対象経費 実施主体 補助率(％)(上限) 予算額 

１ 鳥取県造

林事業費

補助金 

国事業 ・令和４年２月の大雪による被害を受

けた鳥獣害防止施設（シカ柵）の復

旧（修復・再設置）に係る費用 

・皆伐再造林地かつ市町村森林整備計

画に定める鳥獣害防止森林区域の

施設に限る 

森林所有

者、森林組

合等 

90（国費51,県義務

17,県上乗せ22） 

又は 

54（国費27,県義務9,

県上乗せ18） 

11,000

２ 単県事業 ・令和４年２月の大雪による被害を受

けた鳥獣害防止施設（シカ柵）の復

旧（修復・再設置）に係る費用 

・皆伐再造林地かつ市町村森林整備計

画に定める鳥獣害防止森林区域外

の施設 

森林所有

者、森林組

合等 

90（県費90） 

又は 

54（県費54） 

15,000

合   計 26,000

※補助率 90％：森林所有者等が森林の施業及び保護に係る計画（森林経営計画）を策定している場合、
又は市町村が特定間伐等促進計画を策定している場合 

 ※補助率 54％：上記以外のもの 

 

３ 事業目標・取組状況・改善点 

（１）事業目標 

   ○森林整備を推進し、森林の有する様々な機能を維持増進する。 

（２）取組状況・改善点 

   ○間伐の推進、森林作業道整備、松くい虫被害地対策への支援、竹林の拡大防止、皆伐再造林の推

進を含めて事業実施していく。 

   ○支援の対象に「鳥獣害防止施設の復旧支援」を加え、鳥獣害対策の充実により皆伐再造林地の保

護を図る。 

（注）起債欄の上段＜ ＞書きは交付税措置を除いた額である。 

   備考欄の県費負担は起債欄の＜ ＞書きの金額に一般財源の金額を加算したものである。 
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８款　土木費
　５項　都市計画費  技術企画課 （ 内線 ： ７３６６ ）
　　１目　都市計画総務費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 補正前 補　正 計

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

<受託事業収入
>

 （新）盛土規
制法基礎調査
事業 0 49,714 49,714  10,667 17,110 21,937

 トータルコスト 0 52,080 52,080（補正に係る主な業務内容）

 従事する職員数 0.0人 0.3人 0.3人盛土規制法基礎調査、アドバイザー会議運営
 工程表の政策内容

事業内容の説明

 １　事業の目的、概要

　昨年、静岡県熱海市で大雨に伴って盛土が崩落し、大規模な土砂災害が発生したことや、危険な盛土等に関す
る法律による規制が必ずしも十分でないエリアが存在していること等を踏まえ、国は「宅地造成規制法」を抜本
的に改正して、土地の用途にかかわらず、危険な盛土を全国一律の基準で包括的に規制する「宅地造成及び特定
盛土等規制法（通称：盛土規制法）」を公布し（R4.5）、令和５年５月の施行（公布後１年以内の施行）を予定
している。
　盛土規制法では、県、政令指定都市及び中核市（以下「県等」）が、２つの規制区域（宅地造成等工事規制区
域、特定盛土等規制区域）を指定することとしており、この区域で行う盛土等は知事等による許可制となるほ
か、中間検査、完了検査、定期報告が義務付けられる。
　規制区域の指定は、国から示された基本方針と調査実施要領に沿って、県等が基礎調査を行い、盛土等により
土砂災害の起因となる地形地質や土地利用状況等を踏まえて行うこととしている。
　このため、本県においても、法施行に併せて速やかに盛土等を規制し、地域の安全を確保するため、基礎調査

を行うとともに、有識者からの意見を聴取し、規制区域の指定を図る。

 ２　主な事業内容

１）盛土規制法基礎調査業務
盛土等がされた場合に被害を及ぼす範囲の土地の形状や地質、土地の利用状況を調査し、指定する区域を検討
する。
〇宅地造成等工事規制区域

市街地や集落など、人家等がまとまって存在し、盛土等がされれば人家等に危害を及ぼしうるエリア。
〇特定盛土等規制区域

市街地や集落から離れているものの、地形等からの条件から、盛土がされれば人家等に危害を及ぼしうる
エリア。

事業費：32,000千円
２）鳥取市から基礎調査の受託

基礎調査は、県と中核市（鳥取市）が実施するものであるが、県内一律の基準で同時に行う必要があるため、
県が受託する。
事業費：17,110千円

３）アドバイザー会議の運営（４回開催）
盛土規制法に基づく基礎調査の内容及び規制区域の範囲について、有識者からの意見を聴く。
事業費：604千円

 ３　事業目標・取組状況・改善点

　　 
静岡県熱海市で発生した大規模な土石流災害が、甚大な人的物的被害をもたらしたことや、危険な盛土等を
一律に規制する法律がなかったこと等から、本県では独自に「鳥取県盛土等に係る斜面の安全確保に関する
条例（通称：盛土条例）（令和４年５月１日施行）」を制定し、盛土等の規制を行っている。
盛土条例においては、盛土規制法にない本県独自の規制を有するため、法に上乗せする事項や、規制区域の
補完等について、法施行に併せて改正を行うこととしている。
また、盛土規制法においては、抑止力として十分機能するよう、無許可行為や命令違反に対する罰則が、条
例より厳しい水準となっていることから、基礎調査を実施し、有識者の意見を聴きながら、速やかな区域指
定を行うこととしている。
法により規制区域を指定した場合、規制区域以外の場所については、条例で盛土等の規制を行う。
規制区域の指定、条例の改正にあたっては、条例の制定及び運用に引き続き、生活環境部と連携して作業を
進めて行く。

（条例による独自の規制）
・斜面地に設置する工作物（太陽光、風力発電施設）を対象として許可を求める
・工事完了後の定期報告、廃止時の検査　　・事業者による保証金の預託

（法と条例における罰則）
盛土規制法：法人に３億円以下の罰金、違反者に１千万円以下の罰金又は３年以下の懲役
盛土条例　：100万円以下の罰金又は２年以下の懲役
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